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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

営業収益（千円） 9,597,089 7,808,647 － － －

経常損益（千円） △509,332 △626,931 － － －

当期純損益（千円） △541,157 1,153,245 － － －

純資産額（千円） 6,185,683 － － － －

総資産額（千円） 11,869,928 － － － －

１株当たり純資産額（円） 528.06 － － － －

１株当たり当期純損益金額

（円）
△46.19 98.46 － － －

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 52.1 － － － －

自己資本利益率（％） △8.4 － － － －

株価収益率（倍） － 2.4 － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△289,793 924,741 － － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
146,302 1,637,998 － － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
6,390 △2,078,441 － － －

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
91,313 575,583 － － －

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）

（人）

147

(168)
－ － － －

　（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第47期については１株当たり当期純損失を計上しており、ま

た潜在株式が存在しないため、第48期については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．株価収益率は、第47期については当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４．連結子会社であったアニー株式会社は平成17年11月28日付で清算しており、平成18年３月期末では連結子会

社が存在していないため、平成18年３月31日現在の連結貸借対照表は作成しておりません。このため、第48期

の連結経営指標等の一部については記載しておりません。

５．第49期より連結財務諸表は作成しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

営業収益（千円） 9,010,321 7,604,221 4,793,502 3,170,507 2,714,068

経常損益（千円） △478,428 △620,207 △1,050,071 △406,070 △213,276

当期純損益（千円） △510,029 1,003,617 △2,221,037 △1,426,001 △881,882

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 3,596,500 3,596,500 3,596,500 3,596,500 3,596,500

発行済株式総数（株） 11,856,000 11,856,000 11,856,000 11,856,000 11,856,000

純資産額（千円） 6,352,302 7,414,081 5,010,879 3,565,285 2,710,795

総資産額（千円） 11,787,875 10,682,735 6,966,880 4,764,644 3,583,625

１株当たり純資産額（円） 542.28 633.14 428.09 304.68 232.12

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

(円)

－

(－)

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

１株当たり当期純損益金額

（円）
△43.53 85.69 △189.71 △121.85 △75.39

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 53.9 69.4 71.9 74.8 75.6

自己資本利益率（％） △7.7 14.6 △35.8 △33.3 △28.1

株価収益率（倍） － 2.8 － － －

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － △628,534 △427,597 △155,805

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － 1,013,714 1,060,565 239,785

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － △781,712 △579,056 △232,592

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
－ － 179,052 232,969 84,357

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）

（人）

140

(149)

127

(134)

102

(105)

66

(61)

64

(39)

　（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。
２．持分法を適用した場合の投資利益については、第48期までは連結財務諸表を作成しているため、第49期以降
は関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第47期及び第49期以降については１株当たり当期純損失を計
上しており、また潜在株式が存在しないため、第48期については潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

４．株価収益率は、第47期及び第49期以降については当期純損失を計上しているため記載しておりません。
５．配当性向は、第47期及び第49期以降については当期純損失を計上しているため、第48期については配当がな
いため記載しておりません。

６．第48期までの営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動による
キャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高については、連結キャッシュ・フロー計算書を作成
しているため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

昭和30年７月 徳島県那賀郡羽ノ浦町（現・徳島県阿南市）において、元代表取締役社長　中飯静雄が中飯商店

（個人経営）を創業し、木製雨戸、障子その他建具の製造、販売を開始。

昭和33年７月 資本金200万円にて中飯建具有限会社を設立。

昭和41年１月 資本金1,200万円にて株式会社に改組し、商号をナカイタテグ株式会社に変更。

昭和44年３月 事業の主体が住宅資材商社に移行し、企業イメージ一新のため、商号をナカイハウス株式会社に変

更。

昭和44年７月 住宅事業に進出し、分譲、注文住宅の施工販売を開始。

昭和45年４月 ジュウケン商事有限会社（平成５年12月にアニー株式会社へ商号変更し、平成17年11月に清算）

を設立。

昭和46年５月 木製高級ドアを開発し、製造、販売を開始。

昭和49年４月 ホームセンター（ＤＩＹ）事業に進出し、第１号店を出店。

昭和55年９月 事業の主体がホームセンター事業に移行し、企業イメージ一新のため、商号をナカイ株式会社に変

更。

昭和55年12月 有限会社モクサンから一部営業の譲受けにより、木製高級ドアの生産を主とした小松島工場（徳

島県小松島市）を発足。

昭和60年３月 本社新社屋が現在地に竣工したことにより、本社業務の全てを移管。

昭和60年６月 生産の合理化を図るため、本社工場（徳島県那賀郡羽ノ浦町（現・徳島県阿南市））を小松島工

場に統合。

昭和62年２月 本店を徳島県徳島市沖浜東に移転。

昭和62年11月 事務面の強化を図るため、コンピュータオンラインシステムを導入。

平成２年１月 大阪証券取引所市場第二部に株式上場。

平成５年11月 ジュウケン商事有限会社を改組し、商号をアニー株式会社に変更。

平成５年12月 アニー株式会社が、生鮮食料品の販売を開始し、第１号店（ファーム川内店）を徳島市に出店。

平成17年８月 事業の効率化を図るため、連結子会社であるアニー株式会社が解散を決議し、その全ての事業を当

社が継承。

平成17年11月 アニー株式会社が清算を結了。

平成19年４月 営業面の強化を図るため、全店舗にＰＯＳシステムを導入。　

平成19年９月　 事業の効率化を図るため、小松島工場を閉鎖。　

平成21年２月　 事業の再建を実現するため、アクサス株式会社による当社株式に対する公開買付けに賛同表明。　

平成21年３月　 アクサス株式会社による当社株式に対する公開買付けが成立し、アクサス株式会社の子会社とな

る。　

EDINET提出書類

ナカイ株式会社(E03151)

有価証券報告書

 4/57



３【事業の内容】

　当社の企業集団は、当社、親会社アクサス株式会社及び非連結子会社いーかな有限会社の３社により構成されており

ます。

　その事業活動は、当社のホームセンター事業において住居・生活関連商品の小売販売及び住宅リフォーム、生鮮食料

品事業において生鮮食品の小売販売を行っており、アクサス株式会社はドラッグストア、生活雑貨店、スポーツショッ

プ、リカーショップなどの経営及び酒類、食品、生活雑貨等の輸出入事業を営んでおり、いーかな有限会社は、現在、事

業を行っておりません。なお、生鮮食料品の小売販売を行っていたファーム徳島南店が、平成21年５月６日に閉店した

ため、現在、生鮮食料品事業は行っておりません。

　当社の企業集団の事業内容及び当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

(1）ホームセンター事業……………当社がＤＩＹ用品、家電用品、家庭用品、スポーツ・レジャー用品等の販売、及び住

宅リフォーム等を行っております。

(2）生鮮食料品事業…………………当社が青果、精肉、鮮魚、塩干食品、業務用食品、日配品、一般食品、菓子、米等の販売

を行っております。

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　（注）１．ＤＩＹ用品、家電用品、家庭用品、スポーツ・レジャー用品等の販売、住宅リフォーム等

２．青果、精肉、鮮魚、塩干食品、業務用食品、日配品、一般食品、菓子、米等の販売

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

　（親会社）

　アクサス株式会社

　

　

　徳島県徳島市

　

 

90,000

 

　

医薬品、化粧品、生活雑貨、酒類、

スポーツ用品等の販売事業及び

酒類、食品、生活雑貨等の輸出入

事業　

　

 

86.90

 

　

役員の兼任あり。　

　

　（注）アクサス株式会社が平成21年２月16日より実施しました当社株式に対する公開買付けが平成21年３月17日を

　　　もって終了し、これにより、平成21年３月24日（決済の開始日）付けでアクサス株式会社（代表取締役　久岡　

　　　卓司）は当社の親会社になりました。
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５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

事業部門別 従業員数（人）

ホームセンター事業 49 (33)

生鮮食料品事業 7 (5)　

管理部門 8 (1)　

合計 64 (39)　

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から他社への出向者を除いております。）であります。

２．従業員数欄の（外数）は、臨時従業員（パートタイマーのみであり、アルバイト、人材派遣会社からの派遣社

員、嘱託契約の従業員は含んでおりません。）の当事業年度の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

　 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

64(39)名　   44才４ヶ月 15年９ヶ月 3,378,898

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であります。

２．従業員数欄の（外数）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合はＵＩゼンセン同盟ナカイ労働組合と称し、平成21年３月31日現在における組合員数は115名で、

上部団体の全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟（ＵＩゼンセン同盟）に加盟しております。

　なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、世界経済の減速により、企業収益の大幅な減少、雇用環境の悪化、消費減退と景

気は急速に悪化いたしました。

　　　ホームセンター業界におきましても、限られた市場規模のなかで、同業種、異業種との企業間競争は激化してお

　　り、また、景気悪化に伴い個人消費も一段と冷え込み、厳しい経営環境が続いております。

　　　このような状況のもと、当事業年度における当社の営業収益は27億14百万円（前事業年度比14.4％減）、経常損

　　失は２億13百万円（前事業年度は４億６百万円の損失）となりました。また、貸倒引当金戻入額22百万円を特別利

　　益へ、遊休資産の売却等に伴う固定資産売却損１億51百万円、減損損失４億95百万円を特別損失へそれぞれ計上し

　　たこと等により、当期純損失は８億81百万円（前事業年度は14億26百万円の損失）となりました。

　事業部門別の業績は次のとおりであります。

　　　ホームセンター事業におきましては、効率的な商品改廃を進めるとともに、集客強化のためスタンプカード会員

　　の積極的な入会キャンペーンの実施や各種商品の組立てや取付等のＤＩＹ用品に付帯するサービスを充実させ、住

　　まいの相談コーナーとして平成20年５月にリフォーム専用カウンターを徳島店に設置いたしました。また、既存店

　　の販売力強化のため、平成20年５月脇町店、平成20年８月川内店の売場改装を実施し業績の維持向上を図ってまい

　　りました。この結果、当事業年度の当事業の営業収益は24億81百万円（前事業年度比13.5％減）となりました。

　　　生鮮食料品事業におきましては、地元の食材を適切に導入し安心と安全を提供できる店作りに注力いたしまし

　　た。この結果、当事業年度の当事業の営業収益は２億32百万円（前事業年度比15.5％減）となりました。

　　　なお、当社は、平成21年２月16日にアクサス株式会社による当社株式の公開買付に賛同表明を行い、平成21年３

　　月24日公開買付が成立しております。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は84百万円となり前事業年度末と比べ１億48

百万円の減少（前事業年度は53百万円の増加）となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は１億55百万円（前事業年度は４億27百万円の支出）となりました。これは主に、減

価償却費72百万円、減損損失４億95百万円、固定資産売却損１億51百万円等の非資金的費用やたな卸資産の減少62

百万円等がある一方で、税引前当期純損失の計上８億74百万円、仕入債務の減少81百万円等があったことによるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は２億39百万円（前事業年度は10億60百万円の収入）となりました。これは主に、投

資有価証券の売却による収入94百万円、有形固定資産等の売却による収入97百万円及び差入保証金の返還による収

入23百万円等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は２億32百万円（前事業年度は５億79百万円の支出）となりました。これは主に、長

期借入金の借入１億円及び長期借入金の返済３億31百万円等があったことによるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

該当事項はありません。

(2）商品仕入実績

　当事業年度の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％）

ホームセンター事業 1,684,305 89.7

生鮮食料品事業 181,782 88.8

合計 1,866,087 88.8

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）受注状況

　当社は、主として小売業を営んでおり、受注状況の記載を省略しております。

(4）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

①　事業部門別販売実績

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

ホームセンター事業 2,372,844 84.8

生鮮食料品事業 232,100 84.6

売上高計 2,604,944 84.8

その他営業収入 109,124 108.7

営業収益計 2,714,068 85.6

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．その他営業収入の事業の部門別内訳は次のとおりであります。

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％）

ホームセンター事業 109,072 110.7

生鮮食料品事業 52 10.5

計 109,124 108.7

②　品目別販売実績

品目別 金額（千円） 前年同期比（％）

ホームセンター事業   

ＤＩＹ用品 992,695 94.3

家電用品 276,809 84.7

家庭用品 827,703 81.7

スポーツ・レジャー用品 236,651 97.7

酒・その他 38,983 28.5

小計 2,372,844 84.8

生鮮食料品事業 232,100 84.6

売上高計 2,604,944 84.8

その他営業収入 109,124 108.7

営業収益計 2,714,068 85.6

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．ホームセンター事業の「その他」は、百円均一、催時等であります。

３．総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。
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③　単位当たり売上高（ホームセンター事業）

項目
当事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

売上高（千円） 2,372,844 85.7

売場面積（㎡） 15,503.0 76.7

１㎡当たり売上高（千円） 153 111.8

従業員数（人） 82 82.0

１人当たり売上高（千円） 28,937 104.5

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．売場面積は、「大規模小売店舗立地法」に基づく店舗面積であります。

３．従業員数には、臨時従業員（パートタイマー）を１人１日８時間換算により含めております。

４．売場面積及び従業員数は、期中平均によっております。

④　地域別売上高

地域別 金額（千円） 前年同期比（％）

徳島県 2,071,843 92.0

香川県 533,101 96.3

売上高計 2,604,944 84.8

その他営業収入 109,124 108.7

営業収益計 2,714,068 85.6

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

(1）当社の現状認識及び対処方針について

　　今後の見通しにつきましては、世界的な景気後退の影響により先行きは非常に不透明な状況にあります。景気回

　復は当面見込めず、予断を許さない状況が続くものと思われます。

　　当社の業界におきましても、市場の拡大余地が限られてきたなか、大手企業の寡占化が進み、厳しい経営環境が

　続くものと思われます。

　　このような状況のもと、当社は、当社の再建を実現するため、平成21年２月16日アクサス株式会社による当社株

　式に対する公開買付けに賛同表明を行い、平成21年３月24日に公開買付けが成立しました。

　　当社は今後、アクサスグループの一員として競争力の強化と経営の効率化のため、事業再編の諸施策を推進し、

　長期的な企業価値の向上をはかっていく所存であります。

(2）会社の支配に関する基本方針について

　①　基本方針の内容

　当社は、ホームセンター事業において長年蓄積した業務知識や営業ノウハウを活用することによって、顧客満足

度をより高めることを経営の基本施策としております。

　このような当社の事業において、経営の効率性や収益性を高める観点から、専門性の高い業務知識や営業ノウハ

ウを備えた者が取締役に就任し、法令及び定款の定めを遵守しつつ、当初の財務及び事業の方針決定につき重要

な職務を担当することが、当初の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えております。

　②　株式の大量取得を目的とする買付けに対する基本的な考え方

　当社は、株式の大量取得を目的とする買付けが行われる場合において、それに応じるか否かは、最終的には株主

の皆様の判断に委ねられるべきものと考えており、経営支配権の異動を通じた企業活動の活性化の意義や効果に

ついてもなんらこれを否定するものではありません。

　しかしながら、高値での売り抜け等の不当な目的による企業買収の存在は否定できないところであり、そういっ

た買収者から当初の基本理念やブランド、株主を始めとするステークホルダーの利益を守ることは、当社の経営

を預る者として当然の責務であると認識しております。

　また、株式の大量取得を目的とする買付けについては、当該買付者の事業内容、将来の事業計画や過去の投資行

動から、当該買付けが当社の企業価値及び株主共同の利益に与える影響を慎重に検討し、判断する必要があると

認識しております。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）出店に対する規制について

　当社は、商品の大部分を自社店舗において販売しておりますが、売場面積1,000㎡超の新規出店や既存店舗の増床等

を行う場合には、「大規模小売店舗立地法」（平成12年６月１日施行）の規制を受けます。

(2）競合等について

　当社は、ＤＩＹ用品、家庭用品、スポーツ・レジャー用品、生鮮食料品などの商品を自社店舗において販売してお

り、平成21年３月31日現在、東四国に７店舗を展開しておりますが、当店の出店地域の近隣には、当社と同様の商品

を取り扱う他社の店舗が多数存在しており、今後も他社の新規参入によって競争が激化する可能性があります。ま

た、当社が取り扱う商品には、家電用品、スポーツ・レジャー用品、園芸・ペット用品など嗜好の変化や天候の影響

を受けやすいものがあり、当社の業績は、こうした競合、新規参入、各種商品需要の変動により影響を受ける可能性

があります。

(3）将来に関する事項について

　当社は、地震などの自然災害や火災、事故などの罹災により、営業設備や営業対象となる市場に被害を受ける場合

があり、当社の業績は、こうした予測不可能な災害などにより影響を受ける可能性があります。

(4) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローについて

　当社は、アクサス株式会社による当社株式の公開買付に賛同表明を行い、公開買付の成立によりアクサス株式会社

の子会社となりました。今後は、アクサスグループの一員として、営業力と経営体質の強化のため事業再編の諸施策

を実施してまいります。事業再編に関する計画の進捗状況により、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローに影響を与える可能性があります。

　　なお、当社は、平成16年３月期以降継続的な営業損失を計上し、また、四国地区以外の店舗閉鎖、遊休資産の売

　却等に伴う事業再建のための損失計上により、重要な当期純損失を計上してきましたが、平成21年３月24日に公開

　買付により当社の親会社となったアクサス株式会社のもとで、後記「７ 財政状態及び経営成績の分析 (5）経営者

　の問題認識と今後の方針について」において記載しております対応策を実行していくとともに、親会社の信用力を

　背景に資金調達面における懸念もないことから、これまでの継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

　または状況は解消するものと判断しております。

５【経営上の重要な契約等】

特に記載すべき事項はありません。

６【研究開発活動】

　特に記載すべき事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計方針に基づき作成されております。この

財務諸表の作成に当たりまして、過去の実績や現在の状況に応じ合理的と考えられる方法に基づいて、たな卸資産

や貸倒債権、偶発事象、訴訟等に関する見積り及び判断を行っており、その結果を、資産及び負債の評価、費用及び収

益の認識に関する判断の基礎としております。これらの見積りは、不確実性を有しているため、実際の結果と大きく

異なる可能性があります。

　当社が、当社の財務諸表の作成に当たって使用される見積り及び判断に、重要な影響を与えると考える重要な会計

方針は以下のとおりであります。

①　たな卸資産

　当社は、たな卸資産のうち重要な不良品及び陳腐化品については、将来の推定需要や市場時価の見積額等に基づ

いて必要な評価減を行っておりますが、将来の実際需要や市場時価がこの見積りより悪化した場合、追加の評価

減が必要となる可能性があります。

②　固定資産
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　当社は、店舗及び賃貸物件などの固定資産を有しており、これらについて「固定資産の減損に係る会計基準」等

を適用しております。保有資産の使用価値又は正味売却価額を算定し、減損損失の認識及び測定をしております

が、算定の基礎となる将来キャッシュ・フローや市場価値が前提と異なることとなった場合、追加の減損が必要

となる可能性があります。

③　貸倒引当金

　当社は、売上債権、差入保証金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりますが、顧客、賃貸人等の財

務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合には、追加の引当が必要となる可能性があります。

(2）財政状態の分析

①　流動資産

　当事業年度末における流動資産の残高は６億90百万円（前事業年度末は９億９百万円）となり、前事業年度末

に比べ２億18百万円減少しました。これは主に、現金預金の減少１億48百万円、たな卸資産の減少64百万円等が

あったことによるものです。

②　固定資産

　当事業年度末における固定資産の残高は28億93百万円（前事業年度末は38億55百万円）となり、前事業年度末

に比べ９億62百万円減少しました。これは主に、土地の売却２億40百万円、投資有価証券の売却１億26百万円、減

損損失４億95百万円等があったことによるものです。

③　流動負債

　当事業年度末における流動負債の残高は５億59百万円（前事業年度末は８億35百万円）となり、前事業年度末

に比べ２億75百万円減少しました。これは主に、支払手形の減少50百万円、買掛金の減少30百万円、及び１年以内

返済予定長期借入金の減少１億82百万円等があったことによるものです。

④　固定負債

　当事業年度末における固定負債の残高は３億12百万円（前事業年度末は３億63百万円）となり、前事業年度末

に比べ50百万円減少しました。これは主に、長期借入金の減少49百万円等があったことによるものです。

⑤　純資産

　当事業年度末における純資産の残高は27億10百万円（前事業年度末は35億65百万円）となり、前事業年度末に

比べ８億54百万円減少しました。これは主に、当期純損失の計上８億81百万円等があったことによるものです。

(3）キャッシュ・フローの分析

　当事業年度における現金及び現金同等物は、税引前当期純損失の計上８億74百万円、貸倒引当金の減少22百万円、

長期借入金の返済３億31百万円等がありましたが、たな卸資産の減少62百万円、投資有価証券の売却による収入94

百万円、有形固定資産等の売却による収入97百万円、差入保証金の返還による収入23百万円、長期借入金の借入によ

る収入１億円等があったことや減価償却費72百万円、減損損失４億95百万円、固定資産売却損１億51百万円、投資有

価証券売却損32百万円等の非資金的費用があったことにより84百万円（前事業年度末は２億32百万円）となり、前

事業年度末と比べ１億48百万円の減少となりました。
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　当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

自己資本比率（％） 52.1 69.4 71.9 74.8 75.6

時価ベースの自己資本比率（％） 15.4 25.9 19.0 16.0 9.8

債務償還年限（年） － 2.1 － － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 12.5 － － －

※　自己資本比率　　　　　　　　　　　　　：　自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率　　　　　　　：　株式時価総額／総資産

債務償還年限　　　　　　　　　　　　　：　有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ　　　：　営業キャッシュ・フロー／利払い

　（注）１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

２．営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

３．第47期、第49期、第50期及び第51期の債務償還年限及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業

キャッシュ・フローがマイナスであるため記載しておりません。

４．各指標は、下記の財務数値により算出しております。

第47期は、連結ベースをもとに算出しております。

　第48期は期末に連結子会社が存在しておらず、連結貸借対照表を作成していないため、自己資本比率、時価

ベースの自己資本比率及び債務償還年限における有利子負債については単体ベース、営業キャッシュ・フ

ロー及び利払いについては連結ベースをもとに算出しております。

　第49期、第50期及び第51期は、いずれも単体ベースをもとに算出しております。

(4）経営成績の分析

　当事業年度における営業収益は27億14百万円（前事業年度比４億56百万円の減少）となりました。これは主力の

ホームセンター事業において、効率的な商品改廃を進めるとともに、集客強化のためスタンプカード会員の積極的

な入会キャンペーンの実施や各種商品の組立てや取付等のＤＩＹ用品に付帯するサービスを充実させ、住まいの相

談コーナーとして平成20年５月にリフォーム専用カウンターを徳島店に設置いたしました。また、既存店の販売力

強化のため、平成20年５月脇町店、平成20年８月川内店の売場改装を実施し業績の維持向上を図ってまいりました。

　売上原価は19億20百万円（前事業年度比３億41百万円の減少）となりました。これは主に、売上の減少によるもの

であります。

　販売費及び一般管理費は10億円（前事業年度比２億83百万円の減少）となりました。これは主に、人員配置の適正

化による人件費の減少88百万円、店舗の閉鎖による賃借料の減少82百万円などによるものであります。これらによ

り、営業損益は２億７百万円の損失（前事業年度は３億75百万円の損失）となりました。次期以降も継続して経費

の削減を推し進め、利益の確保を目指してまいります。

　営業外損益は△５百万円（前事業年度は△30百万円）となり、経常損失は２億13百万円（前事業年度は４億６百

万円の損失）となりました。

　特別損益につきましては、貸倒引当金戻入額22百万円を特別利益に計上し、遊休資産の売却等に伴う固定資産売却

損１億51百万円、有価証券売却損32百万円及び減損損失４億95百万円などを特別損失へ計上しました。

　この結果、税引前当期純損失は８億74百万円（前事業年度は14億16百万円の損失）となり、法人税、住民税及び事

業税控除後の当期純損失は８億81百万円（前事業年度は14億26百万円の損失）となりました。
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(5）経営者の問題認識と今後の方針について

　　ホームセンター業界では、他業態からの新規参入や従来の商圏を超えた出店攻勢が続いており、店舗も大型化す

　るなど益々競合が激化しております。しかも、現在の厳しい経済・金融環境が当面続くものと想定しております。

　　当社は、平成16年３月期以降継続的な営業損失を計上し、また、四国地区以外の店舗閉鎖、遊休資産の売却等に

　伴う事業再建のための損失計上により、重要な当期純損失を計上してきましたが、平成21年３月24日に公開買付に

　より当社の親会社となったアクサス株式会社のもとで、足元の収益確保に注力するとともに、成長を確実なものと

　するため、以下のような営業対策、経営体質の強化を図ってまいります。これらの対策により翌事業年度は減価償

　却前営業利益の黒字化、翌々事業年度以降は当期純利益ベースでの黒字化を予定しております。

　①営業力の強化

　　親会社であるアクサス株式会社は、大手チェーンストアの寡占化が進んでいるドラッグストア業界において、独

　自のノウハウの蓄積により、差別化を図り成長を続けております。そのノウハウをホームセンター事業に応用する

　ことで、営業収益の改善を図ります。

　　まず、競合店との差別化、新規顧客の獲得、売場効率の向上などの観点から、商品施策の見直しを実施します。

　併せて、売場のゾーニング、レイアウトを再構築し、店舗の内外装、看板、什器等のリニューアルに着手します。

　店舗のリニューアルと同時に、店舗イメージを一新するために店舗名称を変更し、新たな店舗ブランドを構築しま

　す。香川店および川内店の２店舗は、親会社の店舗と商圏が重複しない立地であることから、親会社が経営するコ

　スメ＆ドラッグ「チャーリー」に業態変更することで、年間５億円程度の営業収益の増加が見込まれます。

　　広告・販促施策においては、新聞折込広告の投入回数、配布エリアを見直し、効率的な運用を実施します。ソフ

　ト面では親会社の提案型のプロモーション手法を導入し、価格競争に巻き込まれない販売戦略をとります。また、

　早期に親会社のポイントカードシステムを導入して、購買履歴を分析し顧客ターゲットを明確にした商品の提供を

　目指します。

　　人事面においては、従業員のモチベーション向上策として、各店舗の予算達成に対するインセンティブ制度を導

　入します。同時に、収益管理徹底の意識の醸成につなげます。制服の改定、交通費の支給を開始するなど、福利厚

　生についても向上を図ります。人材育成として、社外講師を招いて商品の陳列方法、売場の演出方法などのセミナ

　ーを実施し販売力の強化に取組みます。

　②経費の圧縮

　　早急に親会社と管理部門（経理、財務、人事、総務）を統合することで、年間数千万円の経費を削減できます。

　また、情報システムについては、汎用機で運用している販売管理、経理、給与計算などの基幹システムを、親会社

　のシステムに移行することにより、システム運用コストも削減されます。

　　一方、営業面においても、親会社と重複する商品カテゴリーは、交渉窓口を一本化して共同仕入れを行うこと

　で、スケールメリットを活かし仕入コストの引下げに努めます。

　③資金繰りの改善　

　　当社は、親会社の信用力を背景に、当社の充分な担保提供余力をもって機動的な運転資金の調達が可能でありま

　す。また、上記の店舗リニューアルに伴う設備資金として数億円の資金調達に目処を付けております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社において、当事業年度に実施した設備投資額は4,700千円であり、このうち主なものは、ホームセンター事業にお

ける設備更新などであります。

　また、あいあいタウン、徳島店及び三木店等の減損損失495,305千円を計上しており、遊休資産の土地240,000千円及び

投資不動産40,422千円を売却しております。

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、次のとおりであります。

　 平成21年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門別
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬
具
（千円）

土地
その他
（千円）

合計
（千円）面積

（㎡）
金額
（千円）

本社

（徳島県徳島市）
管理業務 その他設備 790 42 － － 3,596 4,429

15

(4)　

徳島店

（徳島県徳島市）

ホームセン

ター事業
営業設備 8,030 107

561

(5,834)
142,319 1,043 151,499

11

(7)　

川内店

（徳島県徳島市）

ホームセン

ター事業
営業設備 79,675 －

3,869

(10,545)

[2,470]

609,236 102 689,014
6

(4)　

香川店

（香川県高松市）

ホームセン

ター事業
営業設備 129,858 65

7,166

(11,378)
301,314 1,178 432,417

5

(6)　

脇町店

（徳島県美馬市）

ホームセン

ター事業
営業設備 102,319 100

－

(7,688)
－ 1,392 103,812

7

(4)　

徳島南店

（徳島県阿南市）

ホームセン

ター事業
営業設備 90,218 49

－

(12,337)
－ 1,444 91,712

8

(6)　

三木店

（香川県木田郡三木町）

ホームセン

ター事業
営業設備 149,973 －

－

(9,535)
－ 1,063 151,037

5

(4)　

あいあいタウン

（香川県木田郡三木町）

ホームセン

ター事業
営業設備 201,975 －

975

(9,215)

[10,190]

40,909 443 243,328
－

(-) 　

ファーム徳島南店

（徳島県阿南市） 

生鮮食料品

事業
営業設備 83,418 －

－

(1,150)
－ 1,000 84,418

7

(5)　

アクティスクール

（徳島県徳島市）
その他 倉庫等 12,988 － 407 62,795 14 75,797

－

(-)　

小松島工場

（徳島県小松島市）
その他 倉庫等 46,940 142

18,475

[5,034]
321,137 － 368,220

－

(-)　

本社管轄資産 　 　        

（徳島県徳島市） 　 福利厚生施設 9,659 － 31 5,206 － 14,866
－

(-)　

（徳島県小松島市） 　 倉庫等 11,876 － － － 53 11,929
－

(-)　

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．面積のうち（　）内の数字は賃借部分で外数、［　］内の数字は賃貸部分で内数であります。

３．従業員数のうち（　）内の数字は、平均臨時雇用者数で外数であります。

４．アクティスクール及び小松島工場は、平成19年９月30日に閉鎖しております。

５．上記の他、リース契約による主な設備は、次のとおりであります。

事業所名

（所在地）
事業部門別の名称 設備の内容 年間リース料（千円）

本社

（徳島県徳島市）
管理業務 電子計算機器 664

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社における当事業年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,176,000

計 43,176,000

（注）平成21年６月29日開催の第51期定時株主総会において定款の一部変更が行われ、同日より当会社が発行する株式の

　　　総数43,176,000株のうち、普通株式は43,175,900株、Ａ種種類株式は100株となっております。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,856,000 11,856,000
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数　

1,000株

計 11,856,000 11,856,000 － －

（注）１　当社普通株式は、株式会社大阪証券取引所市場第二部の株券上場廃止基準に該当することとなるため、平成21

　　　　　年７月29日をもって上場廃止となる予定です。

　　　２　平成21年６月29日開催の第51期定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当社普通株式に平成21年８月

　　　　　４日付で全部取得条項が付される旨を定めております。

　　　３　平成21年６月29日開催の第51期定時株主総会において、平成21年８月４日付で当社普通株式の全部を取得し、

　　　　　新たに発行するＡ種種類株式を普通株式１株につき0.000000588株の割合をもって交付する旨を決議しており　

　　　　　ます。

　　　４　当社の残余財産を分配するときは、Ａ種種類株式を有する株主又はＡ種種類株式の登録株式質権者に対し、普

　　　　　通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種種類株式１株につき100万円を支払う旨定

　　　　　めております。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年６月28日

（注）１
－ 11,856,000 － 3,596,500 △536,982 1,427,159

平成20年６月27日

（注）１
－ 11,856,000 － 3,596,500 △1,426,001 1,157

　（注）１．会社法第448条第１項の規定に基づく資本準備金の減少

２．平成21年６月29日開催の第51期定時株主総会において、資本金を1,100,000千円減少し、全額その他資本剰余

金として処理することを決議しております。
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（５）【所有者別状況】

　 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 10 33 1 1 164 210 －

所有株式数

（単元）
－ 68 289 10,272 3 4 1,141 11,777 79,000

所有株式数の

割合（％）
－ 0.58 2.45 87.22 0.03 0.03 9.69 100.00 －

　（注）自己株式177,618株は、「個人その他」に177単元及び「単元未満株式の状況」に618株を含めて記載しております。

（６）【大株主の状況】

　 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アクサス株式会社 徳島県徳島市山城西４丁目２ 10,080 85.02

中島　好三 徳島県徳島市 360 3.03

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４番１号 239 2.01

ナカイ株式会社 徳島県徳島市沖浜東三丁目62番地 177 1.49

小松　英樹 東京都港区 75 0.63

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 68 0.57

英心会有限会社 愛知県尾張旭市南新町中畑１－118番 59 0.49

小泉　信一 京都府長岡京市 58 0.48

尾崎　裕之 東京都文京区 40 0.33

三好　正浩 大阪府大阪狭山市 40 0.33

計 － 11,196 94.44

（注）１．前事業年度末現在主要株主であったナカイインタナショナル有限会社及び中飯純子は、当事業年度末では主要

　　　　　株主ではなくなりました。　

　　　２．前事業年度末現在主要株主でなかったアクサス株式会社は、当事業年度末では主要株主になっております。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     177,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,600,000 11,600 －

単元未満株式 普通株式      79,000 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 11,856,000 － －

総株主の議決権 － 11,600 －

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ナカイ株式会社

徳島県徳島市沖浜

東三丁目62番地
177,000 － 177,000 1.49

計 － 177,000 － 177,000 1.49

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】
 【株式の種類等】  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 23,227 792,915

当期間における取得自己株式 1,531 46,570

（注）　当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の
買取りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 177,618 － 179,149 －

（注）１　当期間における処理自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の
　　　　　売渡による株式は含まれておりません。

　　　２　当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の
　　　　　買取り及び売渡による株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、これまで株主の皆様への安定的な利益還元を経営の最重要目標の一つとして位置付け、経営成績に応じた利

益還元に努めてまいりました。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当決定に当たっては、前述のように当事業年度の業績は、非常に厳しいものとなりましたので、業績

等諸般の状況を勘案いたしました結果、その実施を見送らせていただくことといたしました。

　当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配当を

行うことができる旨定款に定めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 238 289 244 152 104

最低（円） 115 130 104 57 22

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 平成20年11月 平成20年12月 平成21年１月 平成21年２月 平成21年３月

最高（円） 43 33 27 26 35 31

最低（円） 22 26 22 23 22 29

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
　 久岡　卓司 昭和48年１月25日生

平成８年４月 株式会社四国銀行入行

平成９年５月 福徳商事株式会社　取締役

平成13年６月 シンクス株式会社　取締役

平成18年４月 アクサス株式会社　代表取締役社長就

任（現任）

平成20年６月 ＡＣサポート株式会社　代表取締役社

長就任（現任）

平成21年６月 当社代表取締役社長就任（現任）

(注)２ －

取締役 管理部長 仁木　稔 昭和30年７月10日生

昭和54年４月 シャープエレクトロニクス販売株式

会社入社

平成２年６月 当社入社

平成15年４月 財務部長

平成18年10月 管理部長

平成19年３月 管理部兼財務部長

平成19年６月 取締役財務部長就任

平成20年６月 取締役管理部長就任（現任）

(注)２ －

取締役 営業部長 野村　誠介 昭和34年12月13日生

昭和57年３月 当社入社

平成17年３月 店舗運営部長

平成18年10月 営業部長

平成19年６月 取締役営業部長就任（現任）

(注)２ －

常勤監査役 　 藤本　一成 昭和22年11月12日生

昭和41年３月 ナカイタテグ株式会社（現ナカイ株

式会社）入社

平成９年６月 社長室長

平成12年７月 関連事業部長

平成14年２月 監査室長

平成15年６月 常勤監査役就任（現任）

(注)３ －

監査役 　 村上　正 昭和16年１月１日生

平成２年３月 四国旅客鉄道株式会社石井駅長 

平成７年１月 阿佐海岸鉄道株式会社入社　総務課長

 

平成11年１月 同社取締役待遇参与 

平成15年３月 同社退社 

平成19年６月 当社監査役就任（現任）

(注)３ －

監査役 　 三井　周二 昭和30年10月15日生

昭和53年４月 鳴門信用金庫（現　徳島信用金庫）入

社

平成15年７月 同社退社

平成16年４月 白鳥観光株式会社入社　ビジネスホテ

ルヴィルベル副支配人（現任）

平成19年６月 当社監査役就任（現任）

(注)３ －

　 　 　 　 計 　 －

　（注）１．監査役　村上　正及び三井　周二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成21年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、コーポレート・ガバナンスを充実させていくことが、株主の皆様やお客様、従業員から評価さ

れ、企業価値を高め、企業の永続的発展につながると考えております。そのために、企業経営の監査及び監督機能

の充実や経営組織の効率化、コンプライアンスの徹底を図っております。

 ②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

 イ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社は監査役制度を採用しており、監査役による取締役の職務遂行の監査及び監督を行っており、監査役会は平

成21年３月31日現在、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されております。また、監査役による「店舗監

査」を実施しており、従業員の業務執行の監査及び監督、コンプライアンスの徹底を行っております。

　当社の取締役会は平成21年３月31日現在、取締役３名で構成されており、合理的かつ効率的な意思決定を行うこ

とを目指しております。また、監査役３名が取締役会に出席し、取締役等からの営業報告の聴取や決議書類の閲覧

等を行い、厳正な監査を実施しております。

　当社では、本社の課長以上を構成員とする「部署長会」を設置しており、経営上の諸案件について報告及び検討

を行い、重要事項については取締役会での検討を要請しております。

　当社の経営機構の概要は以下の図のとおりであります。

 ロ．内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査については、内部監査担当者を選任し、社内の各部門の業務運営状況を監査し、業務執行の監視と業務

運営効率化に向けた検証をおこなっております。また、当社の監査役監査は、監査役３名が店舗監査やたな卸の立

会などによる実査や重要な会議への出席又はその会議録の閲覧などを実施しており、取締役及び従業員の業務執

行の監査及び監督、内部統制システムの有効性の検証などを行っております。また、会計監査人との間で定期的な

会合を実施しており、それぞれが実施した監査における指摘事項や監査方針などに関する情報の交換を行ってお

ります。

 ハ．会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、髙田武氏及び久保誉一氏の２名であり、監査法人トーマツに所属

しております。継続監査年数については７年以内であるため、記載を省略しております。当社の会計監査業務に係

る補助者は、公認会計士４名、会計士補等７名、その他１名であります。

 ニ．社外監査役との関係

　当社の社外監査役である村上正及び三井周二は、いずれも当社及び当社の子会社並びにこれらの取締役及び監

査役との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。
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 ③リスク管理体制の整備の状況

　当社は、競合店の状況や各種取扱商品の市場の動向を把握するため、週ごとに各部門における報告会、月ごとに

全店店長会を開催しており、各種情報の集約・共有、指示事項の確認・徹底を行っております。また、営業部長に

よる臨店指導を実施しており、店舗の状況を随時把握し、柔軟な店舗運営を行っております。

 ④役員報酬の内容

　当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は、以下のとおりであります。

　
取締役の支給
人員（人）

取締役への支
給額（千円）

監査役の支給
人員（人）

監査役への支
給額（千円）

合計支給人員
（人）

合計支給額
（千円）

定款又は株主総会決

議に基づく報酬
1 4,800 3 5,400 4 10,200

計 － 4,800 － 5,400 － 10,200

　（注）　使用人兼務役員の使用人給与相当額は、17,700千円であります。

 ⑤その他

 イ．取締役の定数

　当社の取締役は、７名以内とする旨を定款で定めております。

 ロ．取締役の選任及び解任の株主総会決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は累積投票によらない旨を定款で定めておりま

す。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

 ハ．株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

 ニ．自己の株式の取得の決定機関

　当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨を定款で定めております。これは自己の株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動

的な資本政策を可能にすることを目的とするものであります。

 ホ．中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的と

するものであります。

 ヘ．取締役及び監査役の責任免除

　　　　　当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の行為に関する

　　　　取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免

　　　　除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力

　　　　を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 ト．種類株式について

　　　　　当社は、平成21年６月29日開催の第51期定時株主総会において、アクサス株式会社の完全子会社となるため、

　　　　定款の一部変更を決議し、種類株式発行会社となりました。普通株式の単元株式数は1,000株とし、Ａ種種類株

　　　　式の単元株式数は１株としております。

　　　　　なお、種類株式の内容につきましては「第４　提出会社の状況　１．株式等の状況　（１）株式の総数等　②

　　　　発行済株式（注）」に記載のとおりであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

－ － 10,500 2,780

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である「財務報告に

係る内部統制に関する助言・指導業務」を委託しております。　

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査日数、当社の規模、業務の特性等の要素を勘案して

決定し、監査役会の同意を得ることとしております。　
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第50期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第51期（平成

20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第50期（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で）及び第51期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査

を受けております。

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年10月大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結

財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　    0.5％

売上高基準　　　 　    －％

利益基準　　　　    △0.0％

利益剰余金基準　　    0.0％
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 232,969 84,357

受取手形 1,853 －

売掛金 5,789 4,925

商品 604,609 566,645

製品 18,338 －

原材料 8,086 －

未成工事支出金 34 －

貯蔵品 1,503 961

前払費用 8,897 4,439

未収入金 9,871 6,128

預け金 16,551 22,688

その他 783 244

流動資産合計 909,288 690,391

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 2,441,224

※1
 2,394,362

減価償却累計額 △1,438,767 △1,485,804

建物（純額） 1,002,457 908,558

構築物 306,627 305,794

減価償却累計額 △268,500 △273,721

構築物（純額） 38,126 32,072

車両運搬具 26,519 19,103

減価償却累計額 △25,377 △18,457

車両運搬具（純額） 1,142 646

工具、器具及び備品 77,047 71,470

減価償却累計額 △58,338 △60,121

工具、器具及び備品（純額） 18,708 11,348

土地 ※1
 2,072,796

※1
 1,482,918

建設仮勘定 2,351 －

有形固定資産合計 3,135,582 2,435,544

無形固定資産

借地権 120,231 17,440

その他 8,068 6,398

無形固定資産合計 128,300 23,839
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 156,434

※1
 69,682

関係会社株式 20,000 20,000

長期未収入金 22,678 －

出資金 500 －

長期前払費用 10,925 9,537

差入保証金 562,198 334,089

その他 ※2
 41,552 540

貸倒引当金 △222,816 －

投資その他の資産合計 591,473 433,849

固定資産合計 3,855,356 2,893,233

資産合計 4,764,644 3,583,625

負債の部

流動負債

支払手形 117,360 66,767

買掛金 168,962 138,017

短期借入金 260,000 260,000

1年内返済予定の長期借入金 226,600 44,600

未払金 22,738 13,637

未払費用 13,985 11,750

未払法人税等 12,174 10,108

前受金 8,669 10,883

預り金 4,990 4,163

その他 186 －

流動負債合計 835,668 559,930

固定負債

長期借入金 91,000 41,200

長期預り保証金 272,691 260,141

繰延税金負債 － 11,557

固定負債合計 363,691 312,899

負債合計 1,199,359 872,829
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,596,500 3,596,500

資本剰余金

資本準備金 1,427,159 1,157

資本剰余金合計 1,427,159 1,157

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,426,001 △881,882

利益剰余金合計 △1,426,001 △881,882

自己株式 △21,207 △22,000

株主資本合計 3,576,449 2,693,774

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △11,164 17,021

評価・換算差額等合計 △11,164 17,021

純資産合計 3,565,285 2,710,795

負債純資産合計 4,764,644 3,583,625
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 3,070,191 2,604,944

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 779,516 604,609

当期商品仕入高 2,101,029 1,866,087

他勘定受入高 ※1
 8,818

※1
 18,338

合計 2,889,364 2,489,035

商品他勘定振替高 ※2
 22,839

※2
 1,495

商品期末たな卸高 604,609 566,645

商品売上原価 2,261,916 ※3
 1,920,894

製品売上原価

製品期首たな卸高 25,478 18,338

当期製品製造原価 21,490 －

合計 46,968 18,338

製品他勘定振替高 ※3
 28,629

※4
 18,338

製品期末たな卸高 18,338 －

製品売上原価 － －

売上原価合計 2,261,916 1,920,894

売上総利益 808,275 684,050

その他の営業収入

不動産賃貸収入 88,888 105,916

その他 11,427 3,208

その他の営業収入合計 100,315 109,124

営業総利益 908,590 793,174

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 114,562 81,318

給料及び手当 427,345 338,701

水道光熱費 80,417 62,199

減価償却費 90,578 70,859

賃借料 325,100 243,021

支払手数料 － 51,329

その他 245,895 153,310

販売費及び一般管理費合計 1,283,900 1,000,738

営業損失（△） △375,309 △207,564

EDINET提出書類

ナカイ株式会社(E03151)

有価証券報告書

27/57



(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外収益

受取利息 481 107

受取配当金 1,996 2,458

ＰＯＳデータ提供料 1,984 1,200

保険差益 3,253 731

物品売却益 6,236 2,222

たな卸資産処分益 － 1,978

雑収入 1,421 913

営業外収益合計 15,372 9,612

営業外費用

支払利息 25,466 12,033

たな卸資産評価損 19,814 －

保険解約損 － 2,000

雑損失 852 1,291

営業外費用合計 46,133 15,325

経常損失（△） △406,070 △213,276

特別利益

投資有価証券売却益 2,175 221

固定資産売却益 ※4
 155,311 －

貸倒引当金戻入額 493 22,678

特別利益合計 157,981 22,900

特別損失

固定資産除却損 ※5
 14,455

※5
 994

固定資産売却損 ※6
 332,567

※6
 151,880

投資有価証券評価損 1,268 －

投資有価証券売却損 － 32,359

店舗閉鎖損失 ※7
 427,125

※7
 3,066

工場閉鎖損 ※8
 80,956 －

ゴルフ会員権評価損 － 590

減損損失 ※9
 312,025

※8
 495,305

特別損失合計 1,168,399 684,196

税引前当期純損失（△） △1,416,488 △874,572

法人税、住民税及び事業税 9,512 7,309

当期純損失（△） △1,426,001 △881,882
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【製造原価明細書】

　 　
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．材料費 　  4,256 19.8  － －

２．労務費 　  8,615 40.1  － －

３．経費 　  8,617 40.1  － －

（うち動力費） 　 (815)      

（うち減価償却費） 　 (3,069)      

当期総製造費用 　  21,490 100.0  － －

期首仕掛品たな卸高 　  5,037   －  

計 　  26,527   －  

仕掛品他勘定振替高 　  5,037   －  

期末仕掛品たな卸高 　  －   －  

当期製品製造原価 　  21,490   －  

　（注）　原価計算の方法

当社の原価計算の方法は、等級別総合原価計算を採用しております。

平成19年９月に小松島工場を閉鎖したため、当事業年度は該当事項はありません。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,596,500 3,596,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,596,500 3,596,500

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,964,141 1,427,159

当期変動額

資本準備金からその他資本剰余金への
振替

△536,982 △1,426,001

当期変動額合計 △536,982 △1,426,001

当期末残高 1,427,159 1,157

その他資本剰余金

前期末残高 1,684,054 －

当期変動額

資本準備金からその他資本剰余金への
振替

536,982 1,426,001

資本剰余金から利益剰余金への振替 △2,221,037 △1,426,001

当期変動額合計 △1,684,054 －

当期末残高 － －

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △2,221,037 △1,426,001

当期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振
替

2,221,037 1,426,001

当期純損失（△） △1,426,001 △881,882

当期変動額合計 795,035 544,118

当期末残高 △1,426,001 △881,882

自己株式

前期末残高 △20,886 △21,207

当期変動額

自己株式の取得 △321 △792

当期変動額合計 △321 △792

当期末残高 △21,207 △22,000
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 5,002,772 3,576,449

当期変動額

資本準備金からその他資本剰余金への振
替

－ －

資本剰余金から利益剰余金への振替 － －

当期純損失（△） △1,426,001 △881,882

自己株式の取得 △321 △792

当期変動額合計 △1,426,322 △882,675

当期末残高 3,576,449 2,693,774

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 8,107 △11,164

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△19,272 28,186

当期変動額合計 △19,272 28,186

当期末残高 △11,164 17,021

評価・換算差額等合計

前期末残高 8,107 △11,164

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△19,272 28,186

当期変動額合計 △19,272 28,186

当期末残高 △11,164 17,021

純資産合計

前期末残高 5,010,879 3,565,285

当期変動額

資本準備金からその他資本剰余金への振替 － －

資本剰余金から利益剰余金への振替 － －

当期純損失（△） △1,426,001 △881,882

自己株式の取得 △321 △792

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19,272 28,186

当期変動額合計 △1,445,594 △854,489

当期末残高 3,565,285 2,710,795
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △1,416,488 △874,572

減価償却費 95,488 72,498

減損損失 312,025 495,305

貸倒引当金の増減額（△は減少） △493 △22,678

賃借料 ※2
 32,779

※2
 544

受取利息及び受取配当金 △2,477 △2,566

支払利息 25,466 12,033

固定資産売却損益（△は益） － 151,880

固定資産売却益 △155,311 －

固定資産売却損 332,567 －

投資有価証券売却損益（△は益） △2,175 32,137

固定資産除却損 14,455 958

投資有価証券評価損益（△は益） 1,268 －

店舗閉鎖損失 237,640 2,209

工場閉鎖損 72,886 －

売上債権の増減額（△は増加） △640 2,716

たな卸資産の増減額（△は増加） 151,675 62,754

預け金の減少額 53,296 △6,137

仕入債務の増減額（△は減少） △80,512 △81,537

未払消費税等の増減額（△は減少） △14,893 －

その他 △43,361 17,122

小計 △386,805 △137,331

利息及び配当金の受取額 2,770 2,538

利息の支払額 △25,433 △11,521

法人税等の支払額 △18,129 △9,490

営業活動によるキャッシュ・フロー △427,597 △155,805

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △38,327 △7,851

有形固定資産の売却による収入 928,234 97,988

投資有価証券の売却による収入 4,373 94,357

差入保証金の差入による支出 △6,791 △1,000

差入保証金の回収による収入 167,130 23,647

その他 5,945 32,643

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,060,565 239,785
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △133,000 －

長期借入れによる収入 100,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △545,735 △331,800

その他 △321 △792

財務活動によるキャッシュ・フロー △579,056 △232,592

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 53,917 △148,612

現金及び現金同等物の期首残高 179,052 232,969

現金及び現金同等物の期末残高 232,969 84,357
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当社は、平成16年３月期以降継続的な営業損失を計上し、

また、四国地区以外の店舗閉鎖等に伴う損失計上により、前

事業年度、当事業年度と重要な当期純損失を計上しており

ます。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。

営業損失の計上は、個人消費の低迷の中でホームセン

ター業界における企業間競争の激化によるものであり、大

幅な当期純損失の計上は、これに対応すべく四国地区以外

の店舗の閉鎖や売却、不採算事業からの撤退を実施したこ

とによるものであります。

当社は当該事象を解消するため、四国地区の店舗に経営

資源を集中し、営業力の強化と人件費を中心とした経費削

減、有利子負債の圧縮による支払利息の削減により収益力

の改善を図り、利益体質の実現を目指してまいります。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりませ

ん。

――――――

【重要な会計方針】

項目

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。）

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左
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項目

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

ホームセンター商品

売価還元法による原価法

但し、店舗搬入前の仕入商品は先入先出

法による原価法

商品

売価還元法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

　 上記以外の商品

総平均法による原価法

貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

　 製品

総平均法による原価法

　

　

　 原材料

総平均法による原価法

但し、原木は個別法による原価法

　

　

　 未成工事支出金

個別法による原価法

　

　

　 貯蔵品

総平均法による原価法

　

　

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

建物（建物附属設備を除く。）は定額

法、建物以外については定率法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

す。

建物　　　15年～47年

構築物　　10年～40年

有形固定資産

建物（建物附属設備を除く。）は定額

法、建物以外については定率法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

す。

建物　　　15年～47年

構築物　　10年～40年

４．引当金の計上基準 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとしておりま

す。

なお、当事業年度末においては、回収不

能見込額はありません。

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

――――――

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっており、控除対象外消費税

及び地方消費税は、当事業年度の費用と

して処理しております。 

消費税等の会計処理方法

同左
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【重要な会計方針の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（重要な減価償却資産の減価償却の方法）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、この

変更による損益に与える影響は軽微であります。

（たな卸資産の評価基準及び評価方法）

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

主として売価還元法による原価法によっておりましたが、

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用され

たことに伴い、主として売価還元法による原価法（貸借対

照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しております。

これにより、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失

は、それぞれ8,193千円増加しております。
 （リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））により、当事業年度より、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によることになりましたが、当

事業年度において新たな所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引は発生しておりません。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

――――――

　

　

　

　

　

　

――――――

（損益計算書）

　前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に含

めて表示しておりました「支払手数料」は、販売費及び一

般管理費の総額の100分の５を超えたため区分掲記してお

ります。なお、前事業年度における「支払手数料」の金額

は47,158千円であります。

（キャッシュ・フロー計算書）

　従来、「固定資産売却益」と「固定資産売却損」を区分

して掲記しておりましたが、当事業年度からＥＤＩＮＥＴ

のＸＢＲＬ導入に伴い「固定資産売却損益（△は益）」

として一括して掲記しております。なお、当事業年度に含

まれるのは「固定資産売却損」の151,880千円であります。
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【追加情報】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（重要な減価償却資産の減価償却の方法）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。なお、この変更による

損益に与える影響は軽微であります。

――――――

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１．このうち債務の担保に供している資産は、次のとお

りであります。

※１．このうち債務の担保に供している資産は、次のとお

りであります。

建物 675,170千円

土地 2,067,589千円

投資有価証券 130,017千円

計 2,872,777千円

建物      495,145千円

土地   464,783千円

投資有価証券   64,800千円

計   1,024,728千円

上記の資産を担保に供している債務の種類は、次の

とおりであります。

上記の資産を担保に供している債務の種類は、次の

とおりであります。

短期借入金 260,000千円

長期借入金

（１年以内返済予定のものを含

む）

317,600千円

預り保証金 155,087千円

計 732,687千円

長期借入金

（１年以内返済予定のものを含

む）

   85,800千円

預り保証金   140,771千円

計   226,571千円

※２．住宅分譲事業撤退に伴い保有目的を変更したため、

「販売用土地建物」40,422千円を投資その他の資産

の「その他」に投資不動産として振替えておりま

す。

――――――
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．商品　　他勘定受入高

主なものは、製品からの振替であります。

※１．商品　　他勘定受入高

製品からの振替であります。

※２．商品　　他勘定振替高

主なものは、消耗品費等自家消費及び店舗撤退損へ

の振替であります。

※２．商品　　他勘定振替高

主なものは、消耗品費等自家消費であります。

――――――

　

※３．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,193千円

※３．製品　　他勘定振替高

商品への振替、営業外費用（たな卸資産評価損）及

び什器、備品等自家消費のための振替であります。

※４．製品　　他勘定振替高

商品への振替高であります。

※４．固定資産売却益

建物 47,797千円

機械装置 4,236千円

車両運搬具 43千円

土地 85,647千円

投資不動産 17,585千円

――――――

※５．固定資産除却損

建物 11,405千円

構築物 393千円

工具器具備品 2,298千円

車両運搬具 358千円

※５．固定資産除却損

建物       302千円

構築物    220千円

工具器具備品      255千円

車両運搬具    216千円

※６．固定資産売却損

建物 192,759千円

構築物 2,087千円

機械装置 491千円

工具器具備品 152千円

車両運搬具 338千円

土地 116,030千円

投資不動産 20,708千円

※６．固定資産売却損

車両運搬具    94千円

土地        142,088千円

投資不動産       8,130千円

電話加入権       1,567千円

※７．店舗撤退損

名古屋北店、春日井店、郡山店、和歌山店、加古川店、

岡山店、玉野店、山口店、若松店、鹿児島店、ファーム

川内店の閉鎖に伴うものであり、その主な内容は、

差入保証金の貸倒引当金繰入200,137千円及び閉店

作業費用等であります。

※７．店舗閉鎖損失

酒販店ぐいーやすの閉鎖に伴うものであり、その内

容は、主に商品処分損であります。

※８．工場閉鎖損

小松島工場の操業停止に伴うものであり、その主な

内容は、固定資産除却損10,522千円、たな卸資産評価

損62,364千円及び閉鎖作業費用等であります。

――――――
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※９．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

本社

（徳島県徳島市）
遊休資産 電話加入権

ホームセンター事業における郡山

店（奈良県大和郡山市）
遊休資産 土地

ホームセンター事業における川内

店（徳島県徳島市）
営業設備 土地

ホームセンター事業における香川

店（香川県高松市）
営業設備 土地

ホームセンター事業における徳島

南店（徳島県阿南市）
営業設備 借地権

その他の事業における住宅課

（徳島県徳島市）
遊休資産 投資不動産

当社は、店舗を基本単位としてグループ化してお

り、同一敷地内の複合施設については１つの資産グ

ループとしてグループ化しております。店舗用不動

産の地価下落や収益性が低下した資産グループに

ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（312,025千円）として特別損失

に計上しました。

その内訳は、本社の休止中電話加入権4,893千円、郡

山店の土地31,020千円、川内店の土地19,446千円、香

川店の土地25,929千円、徳島南店の借地権55,405千

円、住宅課の投資不動産175,330千円であります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正味売却価額は路線価比

準方式により算定しております。

※８．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

ホームセンター事業における　　徳

島店（徳島県徳島市）
営業設備 土地及び借地権

ホームセンター事業における　　あ

いあいタウン、三木店　　　　　（香川

県木田郡）

営業設備
土地、建物及び借

地権

当社は、店舗を基本単位としてグループ化してお

り、同一敷地内の複合施設については１つの資産グ

ループとしてグループ化しております。店舗用不動

産の地価下落や収益性が低下した資産グループに

ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（495,305千円）として特別損失

に計上しました。

その内訳は、徳島店259,917千円(内、土地254,407千

円、借地権5,509千円)、あいあいタウン、三木店

235,388千円(内、土地95,469千円、建物42,636千円、借

地権97,281千円)であります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正味売却価額は路線価比

準方式により算定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 11,856 － － 11,856

合計 11,856 － － 11,856

自己株式     

普通株式（注） 150 3 － 154

合計 150 3 － 154

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 11,856 － － 11,856

合計 11,856 － － 11,856

自己株式     

普通株式（注） 154 23 － 177

合計 154 23 － 177

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加23千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 232,969千円

現金及び現金同等物 232,969千円

現金及び預金勘定   84,357千円

現金及び現金同等物   84,357千円

※２．差入保証金と相殺される店舗等の賃借料でありま

す。

※２．差入保証金と相殺される店舗等の賃借料でありま

す。

EDINET提出書類

ナカイ株式会社(E03151)

有価証券報告書

40/57



（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっており、その内容は次のとおりであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 工具器具備品 　 合計

　 千円  千円

取得価額相当額 3,324  3,324

減価償却累計額相当額 1,662  1,662

期末残高相当額 1,662  1,662

　 工具器具及び

備品

　
合計

　 千円  千円

取得価額相当額 3,324  3,324

減価償却累計額相当額 2,326  2,326

期末残高相当額 997  997

　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

同左

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 664千円

１年超 997千円

合計 1,662千円

１年以内    664千円

１年超    332千円

合計      997千円

　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。

同左

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 664千円

減価償却費相当額 664千円

支払リース料    664千円

減価償却費相当額    664千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

２．オペレーティング・リース取引　

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料　

１年以内    150,938千円

１年超    727,943千円

合計      878,882千円
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――― １．ファイナンス・リース取引（貸主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が、平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失

　　累計額及び期末残高

 
取得価額
（千円）

減価償却　
累計額
（千円）

減損損失
累計額
（千円）

期末残高
（千円）

　建　　　　物 302,597 137,193 18,579 146,824

　構　 築　 物 764 599 － 165

　合　　　　計 303,361 137,792 18,579 146,989

 ②　未経過リース料期末残高相当額

 １年以内    22,436千円

１年超    193,912千円

合計      216,348千円

 ③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

 受取リース料    14,848千円

減価償却費    9,503千円

受取利息相当額    7,588千円

 ④　受取利息相当額の算定方法

　　利息相当額の各期への配分方法については、利息法によって

   おります。

　

 ２．オペレーティング・リース取引　

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未

経過リース料　

１年以内    33,675千円

１年超    284,188千円

合計      317,864千円
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（有価証券関係）

１．前事業年度（平成20年３月31日）及び当事業年度（平成21年３月31日）において、子会社株式で時価のある

ものはありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類

前事業年度（平成20年３月31日） 当事業年度（平成21年３月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額
（千円）

差額（千円）
取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

株式 42,667 71,359 28,691 41,104 69,682 28,578

小計 42,667 71,359 28,691 41,104 69,682 28,578

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

株式 124,931 85,075 △39,856 － － －

小計 124,931 85,075 △39,856 － － －

合計 167,598 156,434 △11,164 41,104 69,682 28,578

３．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日） 当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

4,373 2,175 － 94,357 221 32,359

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　平成14年３月に当社は退職年金制度を含む退職金制度を廃止しており、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　平成14年３月に当社は退職年金制度を含む退職金制度を廃止しており、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 （千円）

繰越欠損金 1,477,050

固定資産 431,985

投資不動産 45,467

貸倒引当金 90,306

その他 7,853

繰延税金資産小計 2,052,663

評価性引当額 △2,052,663

繰延税金資産合計 －

繰延税金資産負債の純額 －

繰延税金資産 （千円）

繰越欠損金 1,870,508

固定資産 528,212

その他 3,443

繰延税金資産小計 2,402,164

評価性引当額 △2,402,164

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △11,557

繰延税金負債合計 △11,557

繰延税金資産負債の純額 △11,557

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 （％）

法定実効税率 40.4
（調整）  

住民税均等割 △0.7
評価性引当額 △40.4
その他 △0.0
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.7

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 （％）

法定実効税率 40.4
（調整）  

住民税均等割 △0.8
評価性引当額 △40.0
その他 △0.4
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.8

（持分法損益等）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。

EDINET提出書類

ナカイ株式会社(E03151)

有価証券報告書

44/57



【関連当事者情報】

 前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

（1）親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

（2）役員及び個人主要株主等
　

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関係内容
取引の内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等
事業上の
関係

役員の近親者
中飯　静雄
（注）３

－ － －
(被所有)
直接 0.01
間接39.08

－
資金の借
入

資金の借
入

100,000 － －

役員の近親者が議
決権の過半数を所
有している会社等

㈲エヌエフ
ジー
（注）４

徳島県小

松島市
15,000 飲食業

(被所有)
直接 2.80

－

商品の販
売

土地の購
入

不動産の
賃借

不動産の
賃貸

当社商品
の販売

土地の購
入

不動産賃
借料

不動産賃
貸料

9,466

24,332

3,105

2,571

売掛金

　

　

　

424

 

 

 

役員の近親者が議
決権の過半数を所
有している会社等

エール㈱
（注）５

徳島県徳

島市
10,000 小売業

(被所有)
直接 9.87

兼任１人
不動産の
賃貸等

不動産賃
貸料等

－
長期未収
入金 

22,678

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

㈲エヌエフジー及びエール㈱との取引については、市場価格を参考に決定しております。

資金の借入については無利息であり、担保も提供しておりません。

３．役員の近親者　中飯静雄は、主要株主ではなくなったため、役員の近親者として記載しております。

４．㈲エヌエフジーについては、当社役員　中飯純子の近親者が議決権の100％を自己の計算において保有してお

ります。

５．エール㈱については、当社役員　中飯純子の近親者が議決権の100％を保有しております。

（3）子会社等

該当事項はありません。

（4）兄弟会社等

該当事項はありません。

 当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用して

おります。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引

　（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。
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　（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人に限る。）等

種類
会社等の　
名称又は　
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事
者との関
係

取引の　内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員の近親者 中飯　静雄 － － － －

当社の銀
行借入金
に対する
定期預金
の担保提
供(注)２

当社の銀
行借入金
に対する
定期預金
の担保提
供

260,000 － －

　　　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　　　　　２．当社の銀行借入金に対する定期預金の担保提供については、当社の運転資金借入に対するものであ

　　　　　　　　　ります。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　（１）親会社情報

　　　　アクサス株式会社（非上場）

　（２）重要な関連会社の要約財務情報

　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 304円68銭

１株当たり当期純損失金額 121円85銭

１株当たり純資産額    232円12銭

１株当たり当期純損失金額    75円39銭

　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、1株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、1株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 　
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純損失 （千円） 1,426,001 881,882

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る当期純損失 （千円） 1,426,001 881,882

期中平均株式数 （株） 11,703,312 11,697,586

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

当社は、平成21年６月29日開催の第51期定時株主総会において、下記のとおり資本金の額の減少を決議いたしま

した。

１．減資の目的

当社は、親会社であるアクサス株式会社の完全子会社となるための手続きの過程において、当社の自己株式を取

得する可能性がありますが、平成21年３月31日現在、当社は分配可能額がありません。このため、会社法第461条、第

464条及び第465条に定める自己株式取得に係る規制に対応し、かつ、定款の一部変更等の手続きを円滑に進めるこ

と等を目的として、会社法第447条の定めに基づき資本金の額を減少するものであります。

２．減資の要領

（１）減少すべき資本金の額

　　　平成21年３月31日現在の資本金の額3,596,500千円を1,100,000千円減少して2,496,500千円とします。な

　　　お、減少額1,100,000千円は全額その他資本剰余金として処理します。　

（２）資本金の額の減少方法　

　　　発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを減少します。

３．減資の日程

（１）取締役会決議日　　　　　平成21年５月15日

（２）株主総会決議日　　　　　平成21年６月29日

（３）債権者異議申述公告日　　平成21年６月30日

（４）債権者異議申述最終期日　平成21年７月31日（予定）

（５）減資の効力発生日　　　　平成21年８月４日（予定）
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱阿波銀行 108,000 64,800

みずほ信託銀行㈱ 50,000 4,550

㈱ＭｒＭａｘ 800 332

計 158,800 69,682

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 2,441,224 4,946
51,808

(42,636)　
2,394,362 1,485,804 55,907 908,558

構築物 306,627 282
1,114

(-)　
305,794 273,721 6,114 32,072

車両運搬具 26,519 314
7,729

(-)　
19,103 18,457 474 646

工具器具備品 77,047 1,257
6,835

(-)　
71,470 60,121 8,362 11,348

土地 2,072,796 －
589,877

(349,877)
1,482,918 － － 1,482,918

建設仮勘定 2,351 3,458
5,809

(-)　
－ － － －

有形固定資産計 4,926,566 10,259
663,176

(392,514)
4,273,649 1,838,105 70,859 2,435,544

無形固定資産        

借地権 120,231 －
102,790

(102,790)
17,440 － － 17,440

その他 8,068 －
1,670

(-)　
6,398 － － 6,398

無形固定資産計 128,300 －
104,461

(102,790)
23,839 － － 23,839

長期前払費用 27,895 250
292

(-)　
27,854 18,316 1,638 9,537

 （注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期減少額の主な内容は、以下のとおりであります。

建物
あいあいタウン、

三木店の減損
42,636 千円 　 土地

あいあいタウン、

三木店の減損
95,469 千円

　 　  　 　 　 徳島店の減損 254,407 千円

借地権
あいあいタウン、

三木店の減損　
97,281 千円 　 　 郡山店の売却 240,000 千円

　 徳島店の減損　 5,509 千円 　 　 　  　
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【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 260,000 260,000 2.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 226,600 44,600 2.5 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 91,000 41,200 2.6
平成22年４月30日

～
平成23年６月30日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） －  － －

その他有利子負債 － － － －

計 577,600 345,800 － －

　（注）１．平均利率については、当期末における借入金の利率を加重平均して算出しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年内における返済予定額は、以下のとおり

であります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 33,600 7,600 － －

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 222,816 － 200,137 22,678 －

 （注）当期減少のその他は、債権の回収による取崩しであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 14,363

預金  

当座預金 63,803

普通預金 5,373

別段預金 817

小計 69,993

計 84,357

ロ．売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ディーシーカード 2,121

㈱ジェーシービー 970

日本信販㈱ 417

㈲神戸ユーズ 264

阿南市役所 238

その他 913

計 4,925

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
12

5,789 113,768 114,632 4,925 95.8 0.56ヶ月

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．商品

区分 金額（千円）

ＤＩＹ用品 263,617

家電用品 76,072

家庭用品 171,751

スポーツ・レジャー用品 44,113

酒・その他 1,229

生鮮食料品 9,860

計 566,645

ニ．貯蔵品
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区分 金額（千円）

収入印紙・切手・たばこ 961

計 961

ホ．差入保証金

区分 金額（千円）

店舗 310,551

寮・社宅 1,240

その他 22,297

計 334,089

②　負債の部

イ．支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱愛晃 14,379

㈱矢田商店 4,995

岡元木材㈱ 4,425

㈲藤村武商店 3,484

㈱ナカノ 3,324

その他 36,157

計 66,767

(ロ)期日別内訳

期日 金額（千円）

平成21年４月 31,421

５月 19,285

６月 16,060

計 66,767

ロ．買掛金

相手先 金額（千円）

巽屋㈱ 11,237

㈱福知商会 5,748

アイリスオーヤマ㈱ 5,729

中島商事㈱ 4,655

㈱愛晃 3,934

その他 106,713

計 138,017

ハ．長期預り保証金

相手先 金額（千円）

生活協同組合コープかがわ 208,771

㈱すかいらーく 18,200
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相手先 金額（千円）

㈲ゴールド 15,000

㈲ダスキン竹内 6,570

ユー・ファクトリー㈱ 4,800

その他 6,800

計 260,141

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報

 
第１四半期

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

第２四半期
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

第３四半期
自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

第４四半期
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

売上高 （千円） 738,463 659,706 688,513 518,260

税引前四半期純損益金

額
（千円） △347,194 △276,954 △161,204 △89,218

四半期純損益金額 （千円） △348,944 △278,808 △163,057 △91,072

１株当たり四半期純損

益金額
（円） △29.82 △23.83 △13.94 △7.79
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・売渡し 　

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 －　

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞　（注）２

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項

　　　　　 の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当

　　　　　 てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。

 （注）２．平成21年６月29日開催の第51期定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおり

　　　　　 となりました。

　　　　　 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告ができな

　　　　　 い場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

　　　　　 当社の公告掲載URLは次のとおりです。http://www.nakai-net.com/koukoku/index.html
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、アクサス株式会社であります。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書の提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第50期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月30日四国財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　平成20年９月１日四国財務局長に提出。

　事業年度（第50期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ　り

ます。

　平成20年11月25日四国財務局長に提出。

　事業年度（第49期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

　平成20年11月25日四国財務局長に提出。

　事業年度（第50期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

(3）四半期報告書及び確認書

　(第51期第１四半期) (自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日) 平成20年８月14日四国財務局長に提出。

　(第51期第２四半期) (自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日) 平成20年11月14日四国財務局長に提出。

　(第51期第３四半期) (自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日) 平成21年２月13日四国財務局長に提出。

(4）臨時報告書

　平成21年３月18日四国財務局長に提出。

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（主要

株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

   平成20年６月27日

ナカイ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岡林　正文　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 久保　誉一　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るナカイ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ナカイ株式

会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は平成16年３月期以降継続的な営

業損失を計上し、また、四国地区以外の店舗閉鎖等に伴う損失計上により、前事業年度、当事業年度と重要な当期純損失を

計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況への対応等は当該注記に記載さ

れている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していな

い。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

   平成21年６月29日

ナカイ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙田　　武　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 久保　誉一　　印

     

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
るナカイ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ナカイ株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年６月29日開催の第51期定時株主総会において、資本金の減少
を決議している。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ナカイ株式会社の平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、ナカイ株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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